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なお、適切な執行を図る観点から、事務処理要領において、 

① 事業者に処遇改善の計画をすべての福祉・介護職員に周知させるこ

とによる労使間の透明性の確保 

② 事業者に対する本助成金に関する書類を実績報告後５年間保存する

ことの義務づけ 

③ 虚偽・不正の手段により助成金を受給した事業者への助成金の返還

又は支給停止等規定 

等の措置を講じているので、都道府県におかれては、こうした制度の趣旨

について、管内の事業者及び福祉・介護職員に対し周知を図られたい。 

 

（問 19）健康保険料等の場合、標準報酬の額は７月１日現在の被保険者に対

して、前３月（４、５、６月）の賃金を計算し、９月に定時決定を行

い改定されるが、平成２１年１０月の賃金引き上げ分に係る、健康保

険料の事業主負担増加分は、いつの時点で賃金改善額に含めることが

できるのか。 

（答） 

   平成２１年１０月の賃金改善による健康保険料の事業主負担増加分につ

いては、平成２２年９月に定時決定がなされることから、平成２２年度に

おける賃金改善額として見ることになる。 
ただし、平成２０年１０月から平成２１年６月以前に賃金改善があった

場合、平成２１年９月に当該賃金改善を反映した定時決定がなされるので、

その増加額分は平成２１年度の賃金改善額に含まれる。（この場合、雇用保

険料の概算保険料にも当該賃金改善が反映されている可能性もあるので、

平成 21 年度の賃金改善額に含めて差し支えない。）また、随時改定のあっ

た者や賞与による賃金改善を実施した場合については、それぞれの標準報

酬改定時期及び標準賞与額の決定時期により判断することになる。 
なお、賃金改善額に含めることのできる法定福利費等の増加額について

は実際に納付されたものを計算することが原則になるが、例えば健康保険

料の場合であれば、法人が負担すべき部分の金額は、保険料の額の計算の対

象となった月の末日の属する事業年度の損金の額に算入することができる（法

人税基本通達９－３－２）こととされているので、事業者の決算の方法により保

険料納付前の額も含めて差し支えない。 

法定福利費等の事業主負担増加額については、これらの考え方を援用し、

合理的な計算方法による概算額を算出することも可能である。 
 
 
 


